
   国による学校給食費無償化を求める意見書 

 

 今年は学校給食法施行から７０年となります。少子化対策に

つながる子育て世帯の負担軽減策として学校給食の無償化に

取り組む自治体が増えています。 

 学校給食法第 1 条において、学校給食は「児童及び生徒の心

身の健全な発達に資するものであり、かつ、児童及び生徒の食

に関する正しい理解と適切な判断力を養う上で重要な役割を

果たすものである」とされています。 

 現在、各自治体で様々な取組が進められていますが、共通す

る課題は、地域格差の是正と制度の永続性を担保するための財

源確保であります。 

 学校給食の意義を考えれば、自治体の判断や財政状況によっ

て差が生じたり、事業の継続性が損なわれることは望ましくあ

りません。 

 国は昨年３月に「こども・子育て支援加速化プラン」におい

て、学校給食の無償化に向け、全国ベースでの学校給食の実態

調査を進め、課題を整理していると聞いており、国による全国

一律での学校給食費無償化を早期に決定すべきであります。  

 よって、政府及び国会におかれましては、以下の事項を実現

されるよう、強く要望します。 

 

記  

 

１ 今なお、学校給食食材の高騰が継続している中、学校給食

を安定的に提供するため、各校が実施する学校給食への支援

について、財政措置を講じること。 

２ 学校給食法を改正するとともに、財政措置を講じて国の責

任において学校給食の無償化を進めること。  

３ 学校給食費軽減策を実施する各自治体に対して、無償化へ

向けた国による恒久的な財政支援が行われるまでの間、地方



創生臨時交付金の継続や新たな交付金の創設等により、その

支援の拡充を図ること。 

  

 以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出します。 
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